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１．序

果実、特に生鮮果実に対する需要が減少トレンドに

あることが指摘されている。また、１９８０年代後半から

１９９０年代前半にかけて、りんご・オレンジや果汁の輸

入が自由化された。一方で、１９９０年代以降、消費者の

健康リスクに対する関心が高まってきた。農産物需要

においては、農薬や化学肥料の使用に関する安全性と

いう観点から、特別栽培農産物や有機農産物に対する

需要が増加（あるいは支払い意思額が増加）してきた。

これに対して、産地では、産地ごとのブランドを作っ

たり、「安全」な農産物を生産したりするなどして、価

格低下の影響を受けにくい果実の生産に取り組んでき

ている。農薬使用に関する情報については、１９９２年に

有機農産物と特別栽培農産物に関するガイドラインが

農林水産省によって発表されて以来、市場を通した生

産情報の伝達が少しずつ正確に行われるようになって

きている。農薬に関する技術については、各都道府県

の農業試験場の研究も補完的な役割を担ってきた。

本稿は、りんご栽培に焦点を当てて、りんご農家の

農薬散布の状況を収集可能な資料をもとに概観するこ

と、またその変化の要因について、過去２０年間の農家

にとっての与件の変化を考慮に入れつつ、経済理論モ

デルを提示することを目的とする。

りんごに焦点を当てる理由は以下のとおりである。

第１に、りんごの生産には農薬の使用が不可欠である

一方、過去２０年の間に、果汁の輸入自由化、および生

鮮果実の輸入自由化など、段階を追って競争にさらさ

れるようになってきた。１９９５年にいったん輸入が増加

した後はほとんど輸入が行われてこなかったが、これ

は自由化直後に輸入されてきたりんごの食味が日本の

消費者の嗜好に合わなかったためといわれている。し

かし、病害虫に関する輸入禁止措置が緩和され、アメ

リカやニュージーランドの生産農家が食味の改良を行っ

てきたため、今後は少しずつ輸入が増加していく可能

性が高い。価格の低下の要因には、生鮮果実に対する

需要の減少も考えられるが、りんごについては価格低

下の背後にある状況について、さまざまなケースが存

在している。このため、農家の行動の変化に影響を与

えた要因を分析しやすいと考えられる。

第２に、りんごの生産は、比較的少数の都道府県に

集中している。特に、青森と長野県の結果樹面積は、

他の都道府県のそれらに比較して格段に大きい。この

ため、青森県ではりんごの生産活動が農業にとってき

わめて重要な位置を占めており、データの整備状況が

よく、資料が豊富に存在している。

本稿の構成は以下のとおりである。第２節において、

青森県の防除暦をもとに病害虫防除の一年を概観する。

第３節においては、資料をもとにして、農薬散布の過

去２０年にわたる推移を観察する。第４節では、農薬散

布の変化の要因の一つを、理論を用いて考察する。

２．病害虫対策と防除暦（青森県のケース）

りんごの薬剤散布は４月中旬に始まる。平成１７年の

青森県りんご病害虫防除暦によると、年間１１回の散布

を行う。この回数は、殺菌剤の散布を目安とした回数

であり、病害を発生させないために必要な最大の散布

回数と考えてよい。したがって、これより少ない回数

で、防除を行っている農家も多数存在していると考え

られる。以下では、病害（殺菌剤）に焦点を絞り、防

除暦の概略を説明する。

４月の中旬に１回目の散布を行う。主に腐らん病、

およびモニリア病対策として、ベフラン液剤が基準薬

剤として選択されている。防除暦は「ふじ」を基準に

作られているが、「ふじ」では芽出しの時期にあたり、

８－９割が発芽している状態である。平年の平均気温

は、８．４度とまだ低い。

４月の下旬、ふじの芽だし１０日後を目安に、第２回

の散布が行われる。ここでも主な対象は、モニリア病

と腐らん病であり、スパットサイド水和剤、またはベ

フラン液剤、ユニックス水和剤が基準薬剤である。
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５月に入り、ふじの開花直前になると、ＥＢＩ単剤

（基準薬剤）を散布する。腐らん病とともに、りんご

にとって重要な黒星病の防除対策が本格的に開始され

る。他に、うどん粉病も主な防除の対象に入ってくる。

５月の中、下旬のふじの落花直後に、ＥＢＩ混合剤（基

準薬剤）を再度散布する。やはり、黒星病、腐らん病、

うどん粉病、黒点病といった病害が主な防除の対象と

なる。

６月の上旬になると、斑点落葉病も主な防除の対象

となってくる。ふじの落花１５日後ごろに、５回目の散

布が行われる。基準薬剤としてはひきつづきＥＢＩ混

合剤が用いられるが、同時に炭酸カルシウム水和剤が

散布される。これは、農薬によってりんごが「肌荒れ」

するのを防ぐためである。特に、果実の肥大期にはり

んごの「皮膚」もまだ弱いため、いかに早くりんごの

表面を乾燥させるかが重要となる。このために、炭酸

カルシウムが用いられる。６月中旬の６回目の散布で

は、有機銅剤、ジラム・チラウム剤などが基準薬剤と

して選択されている。同様の散布が、７月の上旬と中

旬に行われる７回目、および８回目の散布においても

行われる。７月と中旬と下旬においては、褐斑病にも

注意をはらう必要が出てくる。

９回目の防除は７月末に行われる。対象となる主な

病害は斑点落葉病と褐斑病である。用いられる基準薬

剤は、アリエッティＣ水和剤、ダイパワー水和剤、ベ

フラン液剤などである。１０回目、および１１回目の防除

は、８月に行われる。１１回目の防除の基準薬剤は、ス

トロビードライフロアブル、またはフリントフロアブ

ルである。１

先にも述べたように、りんご病害虫防除暦は、主に

病害に対する散布を基準に作成されている。防除暦は

大正７年（西暦１９１８年）から作成されている。大正７

年当時は、まだ有機殺菌剤はなく使用できる薬剤も極

めて限られていたため、防除暦における散布回数は５

回であった。第２次世界大戦後、国外から効果の高い

有機殺菌剤が導入されるにつれて、散布回数は増加し

ていく。最も多い回数は１９６８年の１６回となっている。

その後、果実全体で見ると需要が減少したことや輸

入自由化が進んだことなどから、価格が低下してきた。

このため、生産コストを低下させる必要から、効果の

持続性の高い農薬が開発された。また、１９７１年の農薬

取締法改正にみられるように、消費者の健康や安全へ

の意識が高まっていった。このため、１９７３年から１９８０

年まで１５回であった散布回数は、その後一貫して減少

を続けてきている。特に、回数の多かった時期は、もっ

とも頻繁に散布される時期の散布間隔が１０日であった

のに対し、現在では１５日となっている。

３．農薬使用量の推移

防除暦に示されている基準薬剤は、あくまで基準薬

剤である。各農家が、各散布回においてこのとおりの

薬剤を使用しているとは限らないし、複数の基準薬剤

が選択されている場合には、どれを選択したかに関し

ては、実際に聞き取り調査をする以外に方法はない。

また、農家によっては工夫して、散布回数を防除暦の

回数よりも減らしているところも多く存在していると

考えられる。中には、６回や７回の散布で防除に成功

している例もある。さらに、りんごの病害に効果のあ

る農薬で、他の果実や野菜、穀物の病害に効果を表す

農薬もある。したがって、りんご向けのみの農薬使用

量を推定することは、かなり難しい。ここでは、利用

可能なデータを用いて農薬使用量の推移を見ていく。

３．１ 果実向け農薬出荷量の推移

果実全体向けの農薬出荷量については、数量と金額

についてのデータを、全日本農薬工業会の出荷実績表

から得ることができる。このデータは、殺虫剤、殺菌

剤、殺虫殺菌剤、除草剤の別に存在している。ただし、

殺虫殺菌剤は主に稲に使用されるものであるため、こ

こでは、それ以外の３種類について見てみることにす

る。

図１から、出荷量は、殺虫剤と殺菌剤については、

１９８５年以降明らかな減少傾向にあることが読み取れる。

これには、農薬の需要サイドから３つの要因があると

考えられる。第１に、防除暦における農薬の散布回数

が減少したことである。これは、最大散布回数が減少

したことを意味し、一定の比率の農家の農薬散布回数

１ フロアブルとは剤型の一つで、「水および有機溶剤に溶けにくい固体原体を湿式微粉砕して水に懸濁分散させたスラリー状の
製剤で、懸濁製剤あるいはゾル剤とも呼ばれる。（本山（２００１））」。

図１．青森県りんご防除暦散布回数の推移
出所：青森県りんご試験場所蔵資料
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に影響を与えたと考えられる。第２に、第１の点と関

連しているが、農薬の効力の持続期間が長くなったこ

とである。例えば、以前は１０日に１回散布する必要の

あった農薬が、現在では１５日に１回でよくなっている

ことが挙げられる。第３に、以前から農薬散布回数が

防除暦の回数よりも少なかった農家で、さらに散布回

数を減少させた可能性があることである。

一方、農薬の出荷金額については、出荷数量ほどに

は顕著な減少傾向は見られない。これは、先ほども述

べたように長期間効力が持続する新しい農薬の登場な

どにより、単価が上昇したことなどが考えられる。

３．２ 散布面積の推移

農薬の散布面積については、各年度の農薬要覧から

得ることができる。この資料には、作物別×病害虫別×

都道府県別に、病害虫発生面積、実防除面積、延防除

面積が掲載されている。たとえば、りんごであれば、

１９８６年以降は、モニリア病、黒星病を始めとする６種

類の病害、ナシヒメシンクイを始めとする６種類の害

虫について、上記のデータが掲載されている。

表１は、５種類の病害についての、１９８６年度から２００５

年度までの青森県における病害発生面積、および防除

面積である。２まず、病害虫の発生と散布との関係につ

いてみてみる。実防除面積については、一部の例外を

除いておよそ青森県のりんごの作付面積を表している

と考えてよい。したがって、病害虫発生の影響を受け

ている可能性のある延防除面積と発生面積との相関係

数をみてみると、表２のとおりであった。これらの数

値より、病害虫発生面積と延防除面積との間には、相

関がみられないと考えてよい。これは、「殺菌剤は必要

に応じて散布するというよりは、比較的決まった時期

に散布する」という事実と合致する。

農家の行動、あるいは農薬散布の技術の観点から、

過去の病害虫発生に影響を受ける可能性もあるため、

ｔ－１期の病害虫発生面積とｔ期の延防除面積の相関

も見てみた。しかし、両者の間に明確な相関は見られ

ない。

１９９６年以降の延防除面積にトレンドがあるかどうか

を見るために、１９９６年から２００５年の期間と延防除面積

に順位をつけ、両者の間にどれだけの相関関係がある

かを順位相関係数によって見てみると、すべての病害

について延防除面積の減少トレンドを示すかなり強い

相関が見られることが明らかとなる。一方、１９８６年か

ら１９９５年については、相関はまったく見られない。逆

に、増加トレンドを示す病害もある。このことより、

１９９０年代半ばに何らかの転換点があったのではないか

２ うどんこ病については、１９９１年以降ほとんど発生が見られないことから、とりあげていない。

りんごの病害防除（単位：�）
モ ニ リ ア 病 斑 点 落 葉 病 黒 星 病 赤 星 病 腐 ら ん 病

年 度 発 生 実防除 延防除 発 生 実防除 延防除 発 生 実防除 延防除 発 生 実防除 延防除 発 生 実防除 延防除

１９８６ ６０２０ ２４０６８ ２８３４５ １６９２９ ２６０９６ １６８８６３ ３２０８ ２６０９６ １０３４６５ １１５０ ２３５４９ ４５９３０ ７２１１ ２６０９３ ５０９６４

１９８７ １７３８ ２２８３４ ２６６９０ １４６７９ ２５９７９ ２０４２１４ ７４４１ ２５９７９ １１６２３６ ４５３６ ２４８４１ ４８８７９ ７８１７ ２５９７６ ３８９６４

１９８８ ４５４ ２５９７３ ４３２２４ １３４０２ ２５９７３ ２０３０４０ ９９６３ ２５９７３ １０９２１５ １２３７ ２５９７３ ７７４０３ ９３４０ ２５９７３ ２８１５８

１９８９ ９９２ ５５８８１ ４２１５２ １３２９８ ２５８８１ １９４７１０ １４９１４ ２５８８１ １１８６７９ ６０５ ２５８８１ ７３８１５ ９００４ ２５８８１ ４５５６５

１９９０ ５０２２ ２５７４５ ４１１９２ ９９０９ ２５７４５ １９３６８７ ２２９３ ２５７４５ １１８０５５ ０ ２５７４５ ７３４２７ ８７８６ ２５７４５ ４５３２５

１９９１ ４５３４ ２４３２８ ４４８０７ ９７４７ ２５５４８ １９６７８５ ４０９３ ２５５４８ １３５２４４ ７ ２５５４８ ７３２６１ ７０４５ ２５５４８ ４６８３２

１９９２ ７５９ ２５２０８ ４２８７４ １６３５３ ２５２０８ １９５５０６ ７２６ ２５２０８ １１８５５９ ２６１２ ２５２０８ ７５６２４ ５５６２ ２５２０８ ４６５１６

１９９３ ９０６８ ２５０７３ ５０１４６ １１９７７ ２５０７３ １７５５１１ １８０８ ２５０７３ １００２９２ １１ ２５０７３ ７５２１９ ５０９７ ２５０７３ ３７６１０

１９９４ ５６７８ ２４８９９ ５２１９９ １３０１６ ２４８９９ １９１２８１ ２３９０７ ２４８９９ １４１９９７ １３４５ ２４８９９ ７４６９７ ５０９６ ２１９８２ ４３９６４

１９９５ １２４６ ２４８９９ ４１７６０ ８２８８ ２４８９９ １７４２９３ ２８２６ ２４８９９ １０９５５６ ４４２ ２４８９９ ７４６９７ ４５９７ １９９１９ ３９８３８

１９９６ ６６６ ２４３７０ ７１８２９ １１３６２ ２４３７０ ２４２０１７ １８２７ ２４３７０ ２６６３４０ ７ ２４３７０ ９６６５３ ４１３９ ２４３７０ ７１０８６

１９９７ ５８１ ２４５３８ ７１８０１ １６９５４ ２４５３８ ２２０９３８ ２８４９ ２４５３８ ２４３９５４ ３ ２４５３８ ７３５９６ ３２８９ ２４５３８ ７１５１５

１９９８ ４８２ ２４１００ ７２３００ ４８１９ ２４１００ ２１６９００ １３２５ ２４１００ ２４１０００ ０ ２４１００ ７２３００ ３６７５ ２４１００ ７２３００

１９９９ ４８０ ２４０００ ５４２１６ １１１３４ ２４０００ １７７１２０ ４８５５ ２４０００ １０１５２０ １０ ２４０００ ７１２８０ ３４９６ ２４０００ ６４８００

２０００ ２１２ ２３７００ ４８２５６ １３５３１ ２３７００ ２１３２２７ ２０４１ ２３７００ １３０６９４ １０９ ２３７００ ７１０９３ ３８１４ ２３７００ ６２２１５

２００１ １９５３ ２３４７４ ５４５１４ ６６７０ ２３４７４ ２０６７８７ ６４７ ２３４７４ １４７４０４ ８ ２３４７４ ４１０２３ ３７９３ ２３４７４ ４２７４２

２００２ ５４ ２３３８７ ５６４３５ ７８１６ ２３３８７ １８１３２５ １４７６ ２３３８７ １５０３９０ １３ ２３３８７ ５４４６０ ３４８５ ２３３８７ ２９５１４

２００３ ５ ２３２４２ ５５７０７ １１６６３ ２３２４２ ２０１５６５ １２６０ ２３２４２ １４９８７３ ５ ２３２４２ ５４１０８ ３９９３ ２３２４２ ２９３１２

２００４ ８３５ ２３１１７ ５４６６１ １０９８１ ２３１１７ １５１１７４ １１５０ ２３１１７ １１７６７１ ２ ２３１１７ ２７５７２ ４１４９ ２３１１７ ２３１１７

２００５ ２７０３ ２２８６０ ５４６８２ ５１２０ ２２８６０ １６２１０２ １８７５ ２２８６０ ８６０６６ ２ ２２８６０ ６３８３２ ３５５０ ２２９８２ ２２９８２

表１．りんごの病害防除の推移
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と考えられる。要因としては、１９９２年に農林水産省に

よって作成された有機農産物および特別栽培農産物に

関するガイドライン、およびそれに影響を与えた一般

消費者の安全な食品への意識の高まりが、一つの可能

性として考えられる。

４．理論モデル

貿易の増加が直接りんご農家のミクロ的行動に影響

を与えた可能性は低いといわれている。しかし、他の

果実もふくめた、一連の生鮮果実、および果汁の輸入

自由化のプロセスに伴って、果実の価格が低下、ある

いは競争が激化してきたことは事実である。もちろん、

生鮮果実そのものへの需要が減少したことも価格低下

の原因としては考えられる。この価格低下を通して、

貿易が間接的に農家のミクロ的行動に影響を与えてき

た可能性は十分考えられる。

本節においては、単純な主体均衡理論モデルを用い

て価格低下と農家の行動の関係を考察する。３農家の農

外雇用機会が乏しい、つまり家族労働のみによって生

産活動が行われる場合については、明石（１９９６）が、

農産物価格低下によって農家の農薬投入が増加する条

件を導出している。４そこでは、農家の効用関数や生産

関数の代替の弾力性の値が、農薬投入を増やすかどう

かの決定要因となっている。農外雇用機会が乏しい可

能性は否定できないものの、農繁期に、多くのりんご

農家は、労働を雇い入れている。また、兼業農家も存

在している。したがって、多くの農家は地域の労働市

場に影響を受けていると考えてよい。このようなケー

スにおいては、利潤最大化を目的とする企業と同様の

行動をとるため、農産物の価格が低下した場合には、

生産量を減らす選択を行う。したがって、生産関数が
図２．果樹向け農薬出荷量の推移（単位：トン（kl））

出所：農薬工業会出荷実績表

３ 主体均衡理論モデルによる農家行動の分析については、黒田（１９８０）、中嶋（１９８１）、堀内（１９８１）などを参照されたい．
４ 明石（１９９６）では、一般的に経常財としている。本稿の文脈においては、農薬と考えられる。

図３．果樹向け農薬出荷金額の推移（単位： 円）
出所：農薬工業会出荷実績表

モ ニ リ ア 発生（ｔ－１） 延防除（ｔ）

発生（ｔ－１） １

延 防 除 －０．４３９７２ １

斑 点 落 葉 発生（ｔ－１） 延防除（ｔ）

発生（ｔ－１） １

延防除（ｔ） ０．０７２９５２ １

黒 星 発生（ｔ－１） 延防除（ｔ）

発生（ｔ－１） １

延防除（ｔ） －０．２２２０４ １

赤 星 発生（ｔ－１） 延防除（ｔ）

発生（ｔ－１） １

延防除（ｔ） ０．２４４０７４ １

腐 ら ん 発生（ｔ－１） 延防除（ｔ）

発生（ｔ－１） １

延防除（ｔ） －０．１６８１ １

モ ニ リ ア 発 生 （ ｔ ） 延防除（ｔ）

発 生（ｔ） １

延防除（ｔ） －０．３３９０１ １

斑 点 落 葉 発 生 （ ｔ ） 延防除（ｔ）

発 生（ｔ） １

延防除（ｔ） ０．１４２２２３ １

黒 星 発 生 （ ｔ ） 延防除（ｔ）

発 生（ｔ） １

延防除（ｔ） －０．１４０３３ １

赤 星 発 生 （ ｔ ） 延防除（ｔ）

発 生（ｔ） １

延防除（ｔ） －０．１１４９４ １

腐 ら ん 発 生 （ ｔ ） 延防除（ｔ）

発 生（ｔ） １

延防除（ｔ） －０．２１６７８ １

表２．病害発生面積と延防除面積の相関

表３．病害発生面積（ｔ－１期）と延防除面積（ｔ期）の相関

４ りんご生産農家の農薬使用の推移に関する一考察



ホモセティックである場合には、労働と農薬の投入量

がともに減少するという結論が得られる。本節におい

ては、まずこの点を確認することからはじめる。

一方、１９９０年代を通じて、消費者の安全に対する意

識は次第に高まってきた。１９９２年に、有機農産物に関

するガイドラインが制定され、その後改正を重ねてき

ている。前節において述べたとおり、特別栽培農産物

の認証制度が整備されたのも１９９０年代である。これに

よって、市場において、消費者の支払い意思額が農薬

使用量に依存して異なるようになってきた。生産方法

が農産物の価格に影響を与えるようになったのである。

本節後半においては、このことをモデルに導入して、

農家が農外雇用機会を持っており、外部からの労働雇

い入れを行っている状況においても、農産物価格の低

下が農薬使用量を増加させる可能性があることを示す

ことにする。前節において確認されたように、同じよ

うに農産物価格が低下したとしても、農薬使用量が減

少トレンドを示す次期と示さない時期とがあるが、農

外雇用機会がない場合の明石（１９９６）の条件とともに、

可能性のある経済的な要因を提示する。

個々の農家は、りんごの生産から得られる利潤を最

大化するように行動するものとする。生産量は、土地、

労働、農薬（あるいは肥料）、農業機械の投入量によっ

て決定されるが、ここでは土地と農業機械は一定であ

ると仮定し、労働と農薬の量を意思決定する状況を考

える。生産関数は、

Y＝�[L，V；K，T]，�i＞0，�ii＜0，�ij＞0，

i，j＝L，V，i≠j （１）

であらわされる。ここで、Y、L、V、K、T は、それ

ぞれ労働、農薬、資本、土地の投入量を表している。

りんごの価格を p、また労働と農薬の価格をそれぞれ

w、r とすると、りんご農家の利潤は、

π＝p�[L，V]－wL－rV （２）

と表される。（２）式より、利潤最大化の１階の条件は、

p�L－w＝０，p�V－r＝０ （３）

である。これらの１階の条件より、価格低下の要素投

入量に与える影響は、以下のように表される。

p�LL p�LV�
�
�

�
�
�

�
�
�

�
�
�

＝
�
�
�

�
�
�

（４）
dL/dp －�L

p�LV p�VV dV/dp －�V

２階の条件が満たされるとすると、農産物価格の低

下は、必ず要素投入量を減少させることになる。

dV

dp
＝

p（－�V�LL＋�L�LV）

Ω１
＞０，

Ω１＝p２（�LL�VV－�
２
LV）＞０． （５）

次に、農薬の使用量によって農産物価格が低下する

ケースを見てみよう。国内の農産物価格が、輸入量（M）

と農薬使用量に依存して決まってくるとする。
p＝g［M，V］，pM＜０，pV＜０．

（２）式と同様に、利潤関数は、

π＝p［M，V］．�［L，V］－wL－rV （６）

で表される。利潤最大化の１階の条件は、
p�L－w，p�V＋pV�＝r

となる。これらの１階の条件より、価格低下の要素投

入量に与える影響は、以下のように表される。

�
�
�

p�LL

pV�L＋p�LV

�
�
�

�
�
�

pV�L＋p�LV

p�VV＋２pV�V＋pVV�

�
�
�

�
�
�

dL/dM

dV/dM

�
�
�
＝
�
�
�

－pM�L

－pM�V－pMV�

�
�
�

（７）

２階の条件は満たされるものとする。５しかし、この

ケースにおいては、農産物価格の低下が、必ずしも要

素投入量が減少するとは限らない。特に、pMV＞０のと

きに、要素投入量が増加する可能性が高まる。
pMV は、輸入が増加したときの、pV の変化を表して

いる。図４は、農薬の使用量と価格の関係を表してい

る。実線から点線へのシフトは pMV＜０のケースを、実

線から破線へのシフトは pMV＞０のケースを表している。

では、この符号の違いは何を表すのだろうか。農産物

の輸入増加が、農薬を慣行どおりに使用している農産

物を中心に価格低下を招くようであれば、実線から点

線へのシフトが起こると考えられる。逆に、慣行農法

による農産物であるか特別栽培や有機栽培の農産物で

５ ｜pV�L｜がそれほど大きくなければ（｜pV�L｜＜2p�LV）、�LL�VV－�
２
LV＞０が成立すれば、２階の条件は満たされる。
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あるかを問わずに価格低下を引き起こすのであれば、

実線から破線のようなシフトが起こる可能性がある。

輸入の増加が、国内で生産されたりんごの価格にどの

ような影響を与えるかによって、農家の農薬使用量に

与える影響が異なってくるのである。時期によって、

慣行農産物、特別栽培農産物、有機農産物などの価格

への影響の与え方が異なってくるようであれば、同じ

ように貿易自由化や需要減少によって価格が低下して

いる状況でも、農家のミクロ行動に与える影響は異なっ

てくるのである。

７．結論

本稿においては、りんご栽培に焦点を当てて、りん

ご農家の農薬散布の状況を収集可能な資料をもとに概

観し、またその変化の要因について、過去２０年間の農

家にとっての与件の変化を考慮に入れつつ、経済理論

モデルを提示した。

第１に、いくつかの資料から、１９９０年代後半以降は、

農薬投入量が減少トレンドにあると考えられることが

明らかとなった。これには、貿易の自由化、生鮮果実

への需要の減少、消費者の健康リスクへの意識の高ま

り、およびそれに伴う有機農産物・特別栽培農産物の

認証制度の確立など、さまざまな与件の変化が影響を

与えてきたと考えられる。

第２に、経済理論を用いて、農家の生産関数や効用

関数の形状いがいにも、こういった外的与件の変化が、

農薬使用量に影響を与えることを明らかとした。

今後の課題としては、（１）市場価格の変化の要因に

ついて、さらに詳しい実証分析を行っていくこと、（２）

農産物だけでなく農薬市場についても実証研究を進め

ること、などが挙げられる。
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